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Ⅰ．はじめに 

特別支援教育は平成19年4月からスター

トした．文部科学省では，平成 20年から「理

学療法士（PT），作業療法士（OT），言語聴

覚士（ST）等の外部専門家を活用した指導

方法等の改善に関する実践研究事業」を 10

都道府県に委託し，リハビリテーション専

門職の活用を評価している 1）．平成 23年度

特別支援学校のセンター的機能の取り組み

に関する状況調査結果では，「センター的機

能実施上の課題」のうち，国公私立の全て

の特別支援学校において「地域の相談ニー

ズへ応えるための人材を校内で確保するこ

と」，「多様な障害に対応する教員の専門性

を確保すること」というセンター的機能を

推進する人材に関しての課題が挙げられて

いる 2）．これらの結果を踏まえ，平成 25 年

度に特別支援学校機能強化モデル事業の中

に特別支援学校のセンター的機能充実事業

を位置づけ，OT，ST，PT及び心理学の専門

家等の配置・活用や専門性向上のための研

修等を実施し，特別支援学校の専門性の向

上を図るとともに，地域内の小・中学校等

に対するセンター的機能を充実させるモデ

ル事業(当事業)を実施することとなり 3），

今後，学校教育現場におけるリハビリテー

ション専門職のニーズの拡大が期待される

ところである． 

一般社団法人日本作業療法士協会制度対

策部障害保健福祉対策委員会では，その前

身である，保健福祉部の頃から，特別支援

教育に関わる作業療法士の実態調査を実施

してきている 4-5）．また，日本作業療法学会

では毎年各地域における学校支援について

の実践や研究に関する発表がされており，

特別支援教育に関与する作業療法士が増加

傾向にあることがわかる． 

今回の調査の目的は，平成 25年度から実

施されている特別支援学校のセンター的機

能充実事業における，OTの関与実態と，専

門職としての課題と役割を明らかにするこ

とである． 

 

Ⅱ．調査方法 

1．対象・期間 

47 都道府県および全 20 政令指定都市の

教育委員会に当事業の受託が明らかとなっ

ていた筑波大学を加えた合計 68 地域を対

象としてアンケート調査を行った．調査期

間は平成 26 年 8月であった． 

 

2．実施方法 

47 都道府県および全 20 政令指定都市の

教育委員会と筑波大学研究推進部に調査用

紙と返信用封筒を郵送し，回答地域，回答

者の所属・氏名についての記入は自由とし

て回収した． 

 

3．調査内容 

アンケート調査の内容には，当事業受託

の有無，外部人材の配置・活用状況，外部

人材配置・活用理由，外部人材への依頼内

容，依頼方法，外部人材の配置・活用の課

題や展望についての質問項目を設定した． 

 

Ⅲ．調査結果 

１．アンケート回収率 

アンケートを送付した 68地域のうち，48

地域から回答を得た．回収率は 70％であっ

た． 
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2．センター的機能充実事業受託の有無に

ついて 

1）受託地域について 

回答のあった 48地域のうち，当事業を受

託している地域は 24 地域(50％)であった． 

 

2）非受託地域について 

当事業を受託していない 24 地域のうち，

県独自事業等の別予算で配置・活用してい

る地域は 13地域（54％），政令指定都市で

所轄の特別支援学校がない地域は 5 地域

（21 %），検討中 1 地域，配置・活用の予

定なし 1地域，不明 4地域であった． 

 

3）都道府県，政令指定都市における外部

人材の配置・活用について 

回答のあった 48 地域のうち，当事業も

しくは独自事業等で外部人材を配置・活用

している地域は，37 地域であり，特別支

援学校を設置していない 5 地域を除くと，

外部人材を配置・活用している地域の割合

は 86％であった（図 1）． 

 

3．センター的機能充実事業受託地域の状

況 

1）配置・活用している学校数と種別 

当事業を受託して外部人材を配置・活用

している学校数は合計 24 地域 385 校であ

った．学校種別では知的障害が 183 校

（48％）と最も多く，ついで知的障害と肢

体不自由の併置が 48 校（12％），肢体不自

由 45校（12％）の順であった (図 2)． 

全国の特別支援学校数は，平成 25 年 5

月 1日現在 6)で，肢体不自由が 334 校であ

るのに対して，知的障害は 706校で 2倍強

であるが，今回の調査結果では，外部人材

を活用している知的障害の特別支援学校の

割合は，肢体不自由の 4倍であり，相対的 

に高かった．その理由として，肢体不自由

の特別支援学校では，自立活動が教科とし

て設置されており，専門性の高い教員が多

く配置されていることや，自立活動教諭と

して OT・ST等の有資格者を配置しているこ

と，また知的障害の特別支援学校が地域校

支援を多く担っていることが影響している 

図 1．外部人材配置・活用(単位：地域) 

図 2．配置・活用している学校種別 

（種別,学校数,割合） 
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可能性が考えられる． 

外部人材を配置・活用している学校の種

別について職種毎に見てみると，OTと心理

では，知的，肢体の順で配置・活用してい

る地域が多く，似た傾向を示していた．ST

も知的が多いが，次いで聴覚が多く，肢体

が少ない傾向にあった．PTは知的が少なく，

肢体の割合が高かった（表 1）． 

その他の職種では，医師，大学教員，視

能訓練士，歯科衛生士，音楽療法士，保護

者・当事者，新聞社論説委員，障害者職業

センター職員，他県または他校の特別支援

学校教員，ビルメンテナンス技能士，福祉

施設関係者等が様々な学校で活用されてい

た． 

 

2) 各地域における外部人材の配置・活用

状況（表 2） 

各地域における外部人材の活用人数は，

OT：1～23（平均 6.1）名，ST：1～16（平

均 6.1）名，PT：1～27（平均 6.4）名，心

理：1～24（平均 6.1）名，その他：1～51

（平均 13.2）名であった． 

各地域における外部人材の合計活用回数

は，OT：4～132（平均 32.5）回，ST：1～98

（平均 33.3）回，PT：0～80（平均 20.4）回，

心理：0～117（平均 40.9）回，その他：2～

116（平均 27.1）回であった． 

各地域における外部人材の年間合計活用

時間は，OT：9.5～870（平均 174）時間，ST：

1～540（平均 177）時間，PT：12～480（平均

97）時間，心理：18～800（平均 210）時間，

その他：5～269（平均 74）時間であった． 

1 回あたりの活用時間は 1 時間から 6.6 時

間と様々であるが，2～4時間が最も多く，次

いで 4～6時間が多かった．職種別に見ると， 

PT は比較的短時間であるのに対し，OT，ST，

心理は 1回あたりの活用時間が長かった（表

3）．  

OT が関わっている学校数が明確であった

地域は 13 地域あり，関わる OT は 1 地域 1〜

23 名で合計 73 名，関わる学校は 1 地域 1〜

15校で合計 48校，OT1名あたりの平均関 

     学校
     種別
職種

肢体 知的 病弱 肢病 知病 知肢 知肢病 視覚 聴覚 その他 合計

OT 7 12 2 2 1 3 3 2 2 1 35
ST 5 13 2 1 0 3 2 4 6 2 38
PT 8 7 3 2 0 2 3 3 1 2 31
心理 8 14 4 1 1 1 1 3 4 1 38
その他 11 16 3 3 3 7 4 7 7 2 63
合計 39 62 14 9 5 16 13 19 20 8 205

表1．職種毎の配置・活用している学校種別（単位：地域）

表2．各地域における外部人材の雇用配置・活用状況
　  状況
職種

平均人数
（人）

平均回数
（回）

平均合計
時間(時間)

OT 6.1 32.5 174
ST 6.1 33.3 177
PT 6.4 20.4 97
心理 6.1 40.9 210
その他 13.2 27.1 74
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与学校数は 1.5校であった．OTの年間の合計

活用回数は，1 地域 4〜132 回で合計 538 回，

1 校あたりの年間活用回数は 11 回，OT の年

間の合計活用時間は 1 地域 9.5 時間〜870 時

間で合計 2462時間，1 校あたりの年間活用時

間は 52時間であった． 

各地域における外部人材の 1時間あたりの

報償費は OT，ST，PT は 1,517～20,000 円，

心理は 2,400～20,000 円，その他は 2,830～

40,000 円の幅があった．全体的に 4,000～

5,000 円台が多く，その他の職種では金額が

高い傾向にあった（表 4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．外部人材の配置・活用の理由 

1）受託地域における外部人材配置・活用理

由 

当事業を受託し，配置・活用している外部

人材の各職種の配置・活用理由は，すべての

職種で「専門性が役立つと思ったから」が最

も多く，次いで「元々連携していたから」が

多かった(表 5)．また，当事業を受託してい

るが，配置・活用していない職種の配置・活

用していない理由は，「人材が見つからなか

ったから」が最も多かった．また，その他に

は「県の予算で配置しているため」との回答

であった(表 6)．つまり，配置・活用してい

ない職種についても，必要ないと考えられて

いるわけではなく，すでにその職種は別予算

で活用しているため，当事業では別の職種を

配置・活用しているか，もしくは，活用した

いが人材が見つからずにできない状況とな

っていた． 

　　時間
職種

1時間未満
1～2
時間

2～4
時間

4～6
時間

6～8
時間

OT 0 0 8 1 3
ST 0 2 6 2 2
PT 0 2 4 3 1
心理 0 0 7 4 1
その他 0 3 11 3 0

表3．職種毎の1回あたりの活用時間

　　時間
職種

2,000円未満
2,000～

3,000円台
4,000～

5,000円台
6,000～

7,000円台
8,000～

12,000円台
13,000～

14,000円台
15,000円～ その他

OT 1 3 8 3 0 0 0 1
ST 1 3 8 3 0 0 0 1
PT 1 3 6 2 0 0 0 1
心理 0 2 8 4 0 0 0 3
その他 0 4 8 7 0 2 0 5

表4．職種毎の1時間あたりの報酬額
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2）非受託地域での外部人材配置・活用理由 

当事業を受託していない地域でも，県独自

予算等で外部人材を配置・活用しており，そ

の理由は，当事業受託地域と同様，すべての

職種で「専門性が役立つと思ったから」が最

も多かった(表 5)． 

当事業を受託していない地域における各

職種の配置・活用していない理由としては， 

「優先順位が低かった」の他に，その他に 

含まれたものの約半数が「自立活動教諭とし

て有資格者を配置している」等のすでに OT・

ST 等を活用しているという理由によるもの

であった．残りの半数には，「現在配置・活

用を検討中である」の他に，少数意見として，

「従来の連携の中で対応している」「活用方

法がわからない」「学校からの希望がない」

等が挙げられた(表 6)． 

配置活用の理由
専門性が
役立つと

思ったから

他校に
勧められたから

条件が
合致したから

ほかの職種は
知らなかった

から

身近に
いたから

もともと連携
していたから

作業療法士 OT　　 18 0 5 0 0 10

言語聴覚士 ST　　 17 0 4 0 0 10

理学療法士 PT　　 16 0 3 0 0 10

心理学の専門家　　 16 0 5 0 1 8

その他 23 0 3 0 2 10

作業療法士 OT　　 8 1 2 0 2 2

言語聴覚士 ST　　 7 1 2 0 3 3

理学療法士 PT　　 7 1 1 0 1 2

心理学の専門家　　 5 1 2 0 2 2

その他 7 1 2 0 1 2

当事業受託地域での
配置活用の理由

当事業外予算で配置・
活用地域での配置活用

の理由

表5．外部人材の配置・活用理由（単位：件）

配置活用を希望
しなかった理由

人材が
見つから

なかったから

専門性を
知らなかった

から

専門性の必要を
感じられなかった

から

優先順位が
低かったから

他教員の了解が
得られなかった

から

その他

作業療法士 OT　　 0 0 0 0 0 0
言語聴覚士 ST　　 1 0 0 0 0 2
理学療法士 PT　　 2 0 1 0 0 2
心理学の専門家　　 0 0 0 1 0 0
作業療法士 OT　　 1 0 1 4 0 10
言語聴覚士 ST　　 1 0 2 2 0 8
理学療法士 PT　　 1 0 1 3 0 9
心理学の専門家　　 1 0 0 3 0 7

当事業受託地域
での配置活用を希
望しなかった理由

当事業非受託地域
での配置活用を希
望しなかった理由

表6．外部人材の非活用理由（単位：件）
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5．配置・活用している外部人材への依頼

内容 

当事業で配置・活用している外部人材への

依頼内容では，特別支援学校としての専門性

の強化として，「校内の児童生徒の実態把握，

個別指導計画作成，教材・教具の工夫，評価

などの指導方法の改善に活用」が最も多く，

次いで「自立活動，キャリア教育・職業訓練，

ICT・AT 活用等の専門性向上のための研修実

施に活用」，「外部人材を配置・活用した教育

活動の実践，実践を通した OJT（On the Job 

Training，職場内研修）の実施に活用」，地

域内の小・中学校等の支援として「地域内の

学校に対する特別支援学校のセンター的機

能を充実させるため，外部人材を地域内の

小・中学校等へ派遣」，特別支援学校間での

役割分担としての「各特別支援学校の専門性

や地域の状況・特色等により，各特別支援学

校の役割を地域別や機能別に分担するため

に活用」の順であった(表 7)．職種ごとで，

依頼内容に大きな差異は認められないが，

「校内の児童生徒の実態把握，個別指導計画

作成」や「教育活動の実践，実践を通した OJT

の実施」では，心理やその他と比べて，リハ

ビリテーション専門職の方が依頼が多い傾

向が認められた． 

 

6．配置・活用している外部人材への依頼

方法 

配置・活用している外部人材への依頼方法

では，「以前より連携がとれていた」と「県・

市・学校ですでに登用していた人材を活用」

が大半を占めていた（表 8）． 

その他として，「情報を集めて直接依頼」

した地域と「県士会と連携を図りながら各学

校への派遣の協力を得た」地域があった．OT

を，配置・活用している地域は 19地域あり，

そのうち 16 地域ではすでに何らかの連携が

とれており，新たに募集した 3地域のいずれ

においても，県作業療法士会（県士会）への

依頼や連携によって雇用していた．また，す

でに連携がとれていた地域でも 2つの地域で，

県士会と連携を図っていた． 

 

7．当事業受託地域における外部人材の配

置・活用の課題 

外部人材の配置・活用における課題として

は，「外部専門家の絶対数が少ない上に，学

齢期の児童生徒を専門としている OT，PT，ST

は少ない．また，既にほとんどの方が病院等

に勤務しているため，人材の確保に苦慮して

いる．」など外部人材の不足や確保困難，外

部人材の多忙により日程調整困難といった

声が最も多く聞かれた．次いで，「依頼する

学校が外部専門家に具体的にどのような指

導助言を求めているのか，また，いただいた

助言などを教育活動でどのように活用して

いくかについて，教員の目的意識として認識

することに課題がある．」や「外部専門家か

ら得られた指導・助言を基に教員が指導の改

善を行い専門性の向上につなげているが，依

然として一部の教員に留まっている状況が

ある．学校全体の専門性の向上に向けた取り

組みが必要である．」などの教員の意識や校

内体制の整備に関する課題があげられた．ま

た，そのほかには，当事業終了後の予算確保

の課題も多く上がった． 
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職種 職種別合計 項目合計

OT 20

ST 18

PT 17

心理 16

その他 10

OT 13

ST 12

PT 11

心理 8

その他 8

OT 17

ST 14

PT 16

心理 11

その他 11

OT 5

ST 4

PT 4

心理 3

その他 3

OT 7

ST 8

PT 8

心理 8

その他 7

OT 5

ST 6

PT 5

心理 7

その他 5

OT 9

ST 10

PT 8

心理 7

その他 7

表7．外部人材への依頼内容

依頼内容

1）特別支援学校
としての専門性の

強化として

①校内の児童生徒の実態把握，個別
指導計画作成，教材・教具の工夫，
評価などの指導方法の改善に活用し
ている．

81

②外部人材を配置・活用した教育活
動の実践，実践を通したOJT（On
the Job Training，職場内研修）の
実施に活用している．

52

③自立活動，キャリア教育・職業訓
練，ICT・AT活用等の専門性向上の
ための研修実施に活用している．

69

④教育内容・方法，教材・教具等に
ついての特別支援学校間の連携に活
用している．

19

3）地域内の小・中
学校等の支援

として

地域内の学校に対する特別支援学校
のセンター的機能を充実させるた
め，外部人材を地域内の小・中学校
等へ派遣している．

41

2）特別支援学校間
での役割分担

として

①各特別支援学校の専門性や地域の
状況・特色等により，各特別支援学
校の役割を地域別や機能別に分担す
るために活用している．

38

②特別支援学校の専門性を生かした
多面的な助言，相談者のニーズに応
じた機能的かつ効果的な支援を行う
ために活用している．

28
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8．今後の展望について 

1）当事業活用地域での今後の展望 

「特別支援学校の教育においても，センター

的役割を担う上でも，教員の専門性をより一

層高める必要はある．今後も外部人材を活用

したい」，「外部人材は今後も活用していきた

いと考えているが，地域のニーズや活用後の

アンケート（評価）を参考にしながら，有効

なものとなるよう計画的に実施していきた

い」など，当事業終了後も配置・活用を希望

する回答が大半を占めた． 

その他の意見としては，「外部人材の活用

方法を提示することが重要」，「学校間ネット

ワークにより効果的に活用したい」，「地域支

援，授業力向上のための活用を計画してい

る」，「医療機関関係者とのネットワークが必

要」などが挙げられた． 

 

2）当事業非受託地域での今後の展望 

当事業以外の独自事業で外部人材を配

置・活用している地域では，その事業を継続

していくこと，外部人材の配置・活用を行っ

ていない地域では，今後検討していくことが

示された．その他の意見では，「医療機関関

係者との連携を図る」，「委員会での拡充が見

込まれるが人材不足が課題」等が挙げられた． 

 

 

 

 

Ⅳ．まとめ 

今回の調査結果より，文部科学省のモデル

事業である当事業を受託している地域だけ

でなく，受託していない地域においても，そ

の専門性が学校教育に役立つととらえられ

ており，各地域でそれぞれの予算を確保して，

外部人材の配置・活用が進んでいる現状が認

められた． 

当事業で外部人材を配置・活用している特

別支援学校の学校種別では，肢体不自由に比

べて知的障害の学校が相対的に多かった．外

部人材の雇用状況に関しては，活用人数と報

酬額で職種間の差はあまり見られなかった． 

人材の確保については，以前から連携が取

れていた，もしくはすでに登用していた人材

を活用していることが多かったが，県士会な

どの団体に依頼している地域もあった． 

外部人材への依頼内容に関しては，校内の

児童生徒の実態把握や専門性向上のための

研修実施，実践研修の実施，地域校支援など

幅広く活用されていた． 

外部人材の配置・活用に関する課題として，

人材不足・人材確保の困難，校内体制の整備

不足，予算確保の課題が挙げられた． 

今後の展望に関しては，当事業受託地域で

は，事業終了後も外部人材の配置・活用を希

望する声が多く聞かれた．また，当事業を受

託していない地域でも，外部人材を活用して

いる地域では独自事業を継続していくこと，

　　方法
職種

すでに登用して
いた人材を活用

以前より連携が
とれていた

公募 所属団体に依頼

OT 10 11 2 5
ST 10 11 1 3
PT 9 10 1 3
心理 10 13 0 3
その他 9 17 1 0

表8．外部人材への依頼方法（単位：地域）複数回答あり
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活用していない地域では今後検討していく

ことが示された． 

当事業は平成 25 年度より 3 年間の予定で

実施されており，モデル事業終了後の予算に

ついては，今のところ明確ではないが，各特

別支援学校からは，センター的機能充実のた

めに，外部人材の専門性が求められており，

活用の継続が希望されていた．今後の安定的

な外部人材の活用に向けては，当事業に変わ

る何らかの仕組みが必要である．日本作業療

法士協会としても，継続的に特別支援教育に

関わるための方法を検討していきたい． 
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